
そこで、新潟市の住民自治の力を土台に、地域コミュニティ協議会やNPO＊４、民間企業など多様な主体が連携して
地域住民の抱える課題を主体的に把握し解決を試みる環境づくりを進めるとともに、障がいや介護、子育てなどに関
する様々な機関が協働し包括的に支援する重層的支援体制＊５を推進します。

＊4 Non Profit Organizationの略。非営利組織。政府・自治体や私企業とは独立した存在として、市民が主体となって社会的な公益活動を行う組織・団体。



○様々な団体の協働により地域課題の解決と持続可能な
地域運営につながる取組を促進します。

○民間事業者による、従業員の健康保持・増進にかかる取組を
促進し、働き盛り世代の健康づくりを推進することで、従業員
の活力向上や生産性の向上、企業等の価値を高めるとともに、
医療費の適正化につなげます。また、支援を必要とする従業員
が社会参画を継続できる取組を推進します。

○医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、必要な
サービスを活用し、 住み慣れた地域で自分らしく安心して暮
らし続けられるよう、地域の医療・介護の多職種連携を図り
ます。

○在宅医療を担う看護師等の医療人材の確保・育成や、高齢
者が望む療養場所や医療・ケアについて意向が尊重される
よう、医療関係者や市民への普及啓発を進めます。

○健康と要介護状態の中間であるフレイル＊２を予防するた
め、フレイルチェックにより高齢者の健康寿命の延伸を図ると
ともに、実施にあたっては地域住民に協力いただくことで、協
力者自身の介護予防にもつなげます。

＊２ 加齢により心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態のこと。要介護状態に至る前段階として位置付けられる。
＊３ 判断能力が十分でない方が契約や財産管理で不利益を被らないよう支援する制度のこと。

○地域で自立した生活を送れるよう、権利擁護のための専
門相談や、成年後見制度＊３の利用促進を行います。障がい
者虐待や障がいを理由とする差別については専門の相談員
が対応にあたり、早期解決を図ります。



＊１ 自分の体を叩いたり食べられないものを口に入れる、危険につながる飛び出しなど本人の健康を損ねる行動、他人を叩いたり物を壊す、大泣きが何時間も続くな
ど周囲の人のくらしに影響を及ぼす行為が、著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必要になっている状態のこと。



そして、新潟市が持続的に発展するためには、将来を担う人材の育成が欠かせません。そのため、学校と地域など
が一体となって絆を深め、郷土に誇りと愛着をもって社会に貢献する市民を育む取組を進めます。また、子どもたち
の育ちと市民の生涯にわたる学びを支えることで、学びを生かしたり他者と協働したりしながら、夢や希望に向かっ
て挑戦し続ける市民を育成します。

これからの社会の変化を前向きにとらえ、新潟市の教育を通して、しなやかに世界と未来を創る人の育成に学・社・
民＊１が一体となって取り組んでいきます。

○全ての妊産婦が安心して子どもを産み育てられるよう、新
潟市の特色を活かし、妊娠・子育てほっとステーションを中心
に、地域の中で一人一人に寄り添った相談体制を構築したほ
か、ＳＮＳ＊２やアプリの活用等、デジタル技術を活用し、必要
な人に的確に届くよう、効果的で分かりやすい子育て情報の
発信を行います。 

○妊娠・出産・子育ての各ライフステージに応じた経済的負
担を軽減するため、不妊治療費助成や、妊産婦や子どもに対
する医療費の助成等、それぞれのニーズに応じた支援に取り
組みます。



（新規追加）
○多様な保育・子育て支援ニーズに対応し、必要な方が適
切なサービスを受けられるよう支援の充実に取り組みます。

○良好な教育・保育環境の確保に向け、施設の適正配置の
取組を一層推進するとともに、安定的に保育人材を確保で
きるよう、関係団体と連携し、保育業務の魅力を発信し、人
材確保・育成に取り組みます。

○連携拠点園を中心に、幼児教育・保育施設等関係者の連
携を強化するほか、職員研修の充実を図ります。またデジ
タル技術の活用などにより、現場の負担軽減と働きやすい
職場づくりを進め、市全体の教育・保育の質の確保・向上に
取り組みます。

○子どもたちが安心して過ごせる居場所づくりに向け、児
童館等の地域の既存施設を有効活用し、地域との連携を
図りながら、健全な遊びの提供や居場所の確保を図ります。

○こども食堂や地域の茶の間といった地域団体等が運営
する居場所について、社会福祉協議会などの中間支援組
織と連携しながら、活動支援に取り組みます。  



（新規追加）
○安心・安全な学校給食を提供するとともに、地場産物
の活用など給食を通じた食育の推進に取り組みます。

○共生社会＊５の実現を目指すインクルーシブ教育システ
ム＊６のさらなる充実に向けて、就学時から社会参加まで
切れ目のない支援を充実し、一人一人のニーズと課題に対
応した特別支援教育を推進します。

○学校の特色や地域の実情を踏まえつつ、発達段階にふ
さわしいキャリア教育＊１を推進し、将来にわたって地域
への誇りと愛着をもち、社会的・職業的に自立し、集団や
社会で様々な人とかかわり、自分の役割を果たしながら
自分らしく生きる資質・能力を育みます。 

○生涯にわたって心身共に健康に生き抜く力を育むため、
自らの健康に関心をもち、健康の増進、病気の予防など、
健やかに生きるための主体的な健康づくりができるよう
家庭と連携して取り組みます。



（新規追加）
○夜間中学を設置することにより、様々な理由によって、
学齢期に十分な教育を受けられなかった方々に教育を
受ける機会を提供することで、教育の機会均等を図ると
ともに、社会的包摂の実現や、生涯学習の促進を目指し
ます。

○地域コミュニティ協議会＊２などの地域団体と連携・協働し
ながら、学校での総合的な学習の時間や部活動、地域クラブ活
動を推進するほか、地域における課題の解決を支援します。



子育て世帯が仕事と子育てを両立し、共働きにより世帯として安定して所得を得られるようにすることは、少子化
対策だけでなく市全体の労働力確保の面からも重要です。そのため、多様な保育サービスを提供するとともに、女性
が働く場において、その個性と能力を十分に発揮するための環境整備および男性の家庭での更なる活躍を促すなど、
男女共に仕事と家庭生活の両方で活躍できるよう支援します。

生産年齢人口が減少する中で新潟市が持続的に発展するためには、デジタル技術の活用などにより、それぞれの仕
事において生産性を向上させるとともに、働きやすい職場環境の整備の促進や、働く人々のライフスタイルやニーズ
に合わせた柔軟な働き方の推進など、若者・女性・高齢者・障がい者・外国人など多様な人材が活躍できる環境づくり
の取組をより多くの企業に広げていくことが重要です。企業とのパートナーシップのもと、働き方改革を推進し、官民
協働で仕事と生活の調和の実現を図ります。そして、誰もがいきいきと働きながら地域活動や子育てができたり、家
族や友人との充実した時間が持てる、心豊かに暮らせる新潟市を築きます。

（新規追加）
○単日短時間就労＊１やテレワーク等による就労を促進
し、世代や性別を問わず、すべての人が時間や場所に捉
われずに働ける環境整備を推進します。

○女性の職業生活における活躍および男性の家事や育
児など家庭生活への参画を促進するとともに、男女共に
希望に応じた多様な働き方を通じて仕事と家庭生活を両
立できる環境整備を推進します。

＊１ 1日単位や数時間単位で就労すること。
＊２ 働く人や市民が資金を出し合い、仕事をつくり、運営にも参加して一人一人が主体となる働き方のこと。
＊３ 誰もが潜在的に持っている思い込みのこと。育つ環境、所属する集団の中で無意識のうちに脳にきざみこまれ、既成概念、固定観念と
なっていく。

○協同労働＊２など、多様な就労の機会の創出に取り組
みます。

○固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス
（無意識の思い込み）＊３の解消に向け、意識啓発と理解
促進に取り組みます。



（新規追加）
○多様な保育・子育て支援ニーズに対応し、必要な方が適
切なサービスを受けられるよう支援の充実に取り組みます。

○良好な教育・保育環境の確保に向け、施設の適正配置の
取組を一層推進するとともに、安定的に保育人材を確保で
きるよう、関係団体と連携し、保育業務の魅力を発信し、人
材確保・育成に取り組みます。

○子どもたちが安心して過ごせる居場所づくりに向け、児
童館等の地域の既存施設を有効活用し、地域との連携を図
りながら、健全な遊びの提供や居場所の確保を図ります。

○こども食堂や地域の茶の間といった地域団体等が運営
する居場所について、社会福祉協議会などの中間支援組
織と連携しながら、活動支援に取り組みます。  

○市内企業の採用力向上に向け、企業の魅力発信にかかる取組
を支援するとともに、多様で柔軟な働き方を実践できる職場づ
くりに取り組む中小企業を支援します。

○企業のデジタル化やDXを支援することで、労働力不足の解消
や事業の高度化を後押しするほか、社会情勢の変化に応じた新
規事業の創出など、地域企業の持続的な成長を支援します。 



令和4（2022）年に国内で初めてラムサール条約＊１の湿地都市認証＊２を受けた新潟市は、日本海に面した長大
な海岸線、信濃川・阿賀野川という2つの大河、ラムサール条約湿地である佐潟をはじめとした16の潟など多彩な水
辺環境を有しています。また、豊かに広がる田園、里山など、四季折々に表情を変える自然環境を有するとともに、越
冬数日本一を誇るコハクチョウなど、その中で暮らす多様な生物と共生しています。「国際湿地都市NIIGATA」として、
引き続き、豊かな水辺環境を保全・再生するとともに、ワイズユース（賢明な利用）を推進し、その魅力発信に取り組ん
でいきます。

しかしながら、世界の多くの地域で平均気温が上昇しており、このまま温暖化が進んだ場合、地球規模での重大な環
境問題が生じ、生物全体に大きな影響が及ぶ恐れがあります。温暖化による気候変動の影響を可能な限り抑えるため、
カーボンニュートラル＊３に向けた動きが世界に広がる中、新潟市もこの豊かな環境を将来世代に引き継いでいける
よう、多様な主体と共に脱炭素・循環型社会の実現に向けた戦略を展開していきます。

そのため、市民、団体、地域の事業者のパートナーシップのもと、家庭部門のエネルギー消費量の削減、民間事業者の
脱炭素経営の促進など、徹底した省エネルギーとライフスタイルの転換を推進します。また、太陽光や廃棄物発電と
いった再生可能エネルギー＊４の地産地消に取り組むとともに、ペロブスカイト太陽電池＊５など次世代型太陽電池
の早期社会実装を進め、地域の脱炭素化と同時にエネルギーに関する地域外への資金流出を減らし、地域内経済循環
にもつなげます。

＊2 ラムサール条約の決議Ⅻ.10に基づき、湿地の保全・再生、管理への地域関係者の参加、普及啓発、環境教育等に関する国際基準に該当する自治体
に対して認証を行うもので、自治体のブランド化、及び地域における湿地の保全やワイズユース（賢明な利用）の推進を図ることを目的としている。令和
8（2026）年6月現在、世界27か国74都市が認証されており、国内では本市のほか、出水市（鹿児島県）と名古屋市の3都市が認証を受けている。
＊３ 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。
＊４ 太陽光、風力、水力、地熱及びバイオマス（動植物由来の有機物）など、自然環境の中で繰り返し起こる現象から取り出すエネルギーの総称のこと。
枯渇しない、どこにでも存在する、CO2を排出しない（増加させない）などの特徴がある。
＊5 軽量・柔軟等の特徴を兼ね備える太陽電池。
＊６ 窒素酸化物（Noｘ）や粒子状物質（PM)等の大気汚染物質の排出が少ない、または全く排出しない、燃費性能が優れているなどの環境にやさしい自
動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリット自動車、ハイブリッド自動車、クリーンディーゼル自動車など）のこと。
＊７ 地方公共団体や地域金融機関が関与し、地域内の発電電力を活用して、主に地域内に電力を供給する小売電気事業者のこと。
＊８ Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略で「ゼブ」と呼ばれる。快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の
一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。

○地域新電力会社＊７などの事業者と連携し、太陽光・廃棄
物発電や熱利用など、再生可能エネルギーの地産地消に取り
組むとともに、ペロブスカイト太陽電池など次世代型太陽電
池の早期の社会実装を進め、地域の脱炭素化を推進します。

○市役所もＣＯ2を多量に排出する大規模な事業所の一つと
して、率先した取組を進めます。公共施設のZEB＊８化をは
じめ、省エネルギーの徹底や再生可能エネルギーの導入など、
市役所の事務事業にかかる脱炭素化に取り組みます。

○省エネルギーや環境に配慮した商品・サービスを選択す
る消費行動、公共交通の利用や次世代自動車＊６の導入促
進など、市民、事業者、学校などへの普及啓発に取り組む
ことにより、脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの
転換を推進します。



（新規追加）
○温室効果ガスの排出削減量・吸収量を国が認定する「J-クレ
ジット制度」を活用し、環境に配慮した持続可能な農業を推進す
るとともに、事業で得られたクレジットにより、地域農業や企業
の環境保全活動の活性化を図ります。

【新規項目追加】自然との共生

○ラムサール条約＊６湿地都市認証制度＊７に基づく、国内初の
認証を受けた都市として、地域や民間事業者と連携・協働し、ラ
ムサール条約湿地である佐潟をはじめとした里潟や里山の保全、
市民への自然環境に対する知識の普及啓発に取り組み、生物多
様性の保全と自然環境の賢明な利用につなげます。

○都市と自然が調和する本市の特色を「国際湿地都市
NIIGATA」として、国内外に発信し、より多くの方に認識いただ
くことで、シビックプライドの醸成やさらなる交流人口の拡大に
つなげます。

＊6 正式名称は「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」。締約国には各湿地の管理計画の作成・実施、各条約湿地のモ
ニタリング、湿地の保全に関する自然保護区の設定、湿地の保全管理に関する普及啓発・調査などが求められる。
＊7 ラムサール条約の決議Ⅻ.10に基づき、湿地の保全・再生、管理への地域関係者の参加、普及啓発、環境教育等に関する国際基準に該
当する自治体に対して認証を行うもので、自治体のブランド化、及び地域における湿地の保全やワイズユース（賢明な利用）の推進を図るこ
とを目的としている。令和8（2026）年5月現在、世界27か国74都市が認証されており、国内では本市のほか、出水市（鹿児島県）と名古
屋市の3都市が認証を受けている。
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＊２ 脱炭素社会に向けて、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を表明した地方自治体のこと。



ハード面では、住宅・建築物の耐震化促進や、道路・橋りょう、上水道・下水道など都市を支えるインフラ施設の長寿
命化や耐震化により、災害時の機能確保などを進めます。加えて、港湾や空港、新幹線や高速道路網といった広域交通
基盤が整備されている新潟市の拠点性を国・県との連携のもとさらに高め、有事の際の救援・代替機能につなげてい
きます。

また、能登半島地震からの復旧・復興については、引き続き道路や下水道施設の復旧を着実に進めるとともに、被災
者に寄り添った支援を継続していきます。

○防災活動に女性の視点を取り入れるため、女性の活動
への参画を促進します。

（新規追加）
○過去の教訓を踏まえ、地震に起因する住宅からの出
火および延焼火災による被害を防止・軽減するための防
災対策を推進します。

○能登半島地震など過去の災害から得られた経験と教訓
を踏まえ、防災意識の向上を図るとともに、防災教育など
を通し、家庭内備蓄や、ハザードマップによる自宅の災害
リスクの確認など、市民の自助による防災対策を推進し
ます。 



（新規追加）
○年齢や性差などの多様な視点を取り入れた避難所運営を
促進します。

○避難所においてデジタル技術を活用することで、避難者情
報を迅速に把握するなど、避難生活の支援向上を図ります。

強化
＝＝

○冬期間の道路交通を確保するため、除雪作業の効率化を
図るとともに、オペレータの担い手確保に取り組みます。

○通学路において児童を交通事故から守るため、安心安全
な歩行空間の確保を推進します。

○避難スペースの確保に一層努めるとともに、発災当初
から円滑に避難所を開設・運営できるよう、地域住民、施
設管理者、行政職員の３者連携のもと、平時からの避難所
ごとの運営組織の結成を推進します。
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